
伝統工芸等後継者育成支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、伝統工芸等後継者育成支援事業補助金（以下「本補助金」という。）につい

て、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、文化的財産である伝統工芸等の技術の伝承と後継者の育成を図ることを目的

として交付する。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、別表の第２欄に掲げ

る者とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表の第１欄に

掲げる事業とする。 

 

（補助金の交付等） 

第５条 本補助金は、別表の第３欄に掲げる額以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

２ 研修に従事する者の病気、天災その他やむを得ない理由を除き、研修開始日から６月以内に本

事業を中止した場合は、本補助金の交付決定を取り消す。この場合において、規則第１４条の規

定に基づきすでに交付された本補助金の全部又は一部に相当する金額の返還を命ぜられたとき

は、補助対象者は当該金額の返還を行わなければならない。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、次に掲げるも

のとする。 

（１） 事業実施計画書（様式第１号・様式第２号） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

 

（交付決定の時期等） 

第７条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行うものとす

る。 

 



 （着手届を要しない場合） 

第８条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合とし、

同項に規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、補助金額の増額を伴う変更以外の変更とす

る。 

 

（実績報告） 

第１０条 規則第１２条の規定による実績報告は、補助対象事業の完了の日から１４日を経過する

日までに行わなければならない。 

２ 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、次に掲げるもの

とする。 

 （１） 事業報告書（様式第４号） 

 （２） 収支決算書（様式第３号） 

 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、経済観光部長が

別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 

 



別表（第３条、第４条、５条関係） 

１ 補助対象

事業 

２ 補助対象者 ３ 補助対象経費 ４ 備考 

研修・滞在経

費助成事業 

 

 

 

 

 

 

 

研修受入助成事業に係る研修受入先において研

修する者（以下「研修従事者」という。）のうち

１月（研修が始まった日から翌月同日の前日まで

をいう。以下同じ。）に１５日以上研修する者 

 

 

 

同伴家族１人につき

上乗せ（月額） 

※県外に在住してい

た者が市内に在住し

た場合のみ対象 

 

３０，０００円 

 

① 交付対象期間

を通算１２月以内

とする場合の助成

額（日額） 

 

 

 

１０，０００円 

ただし、月額２２０，０

００円を上限とし、交付

対象期間の通算は研修が

最初に始まった日から

１８月を超えては行わ

ない。 

 

② 上記以外の場

合の助成額（月額） 

１００，０００円 

ただし、同一の研修従事

者に対し、通算で３６月

を超えて交付することは

できない。 

 

（１）研修・滞在

経費助成事業にあ

っては、交付申請時

に第３欄①又は②

のいずれかを研修

従事者と研修受入

先で協議し選択す

ること。 

 

（２）家賃助成事

業及び研修受入助

成事業にあって

は、受入先の代表

者が研修従事者の

３親等以内の親族

である場合は補助

の対象としない。 

家賃助成事業 

 

 

研修従事者が研修のため市内に転居する場合の

賃貸住宅の家賃の額。ただし、月額２０,０００

円を上限とし、補助対象の期間は、研修・滞在経



 

 

 

 

費助成事業の対象となる期間と合わせるものと

する。 

研修受入助成

事業 

 

 

 

和紙漉き、陶芸、竹工、酒造、菓子、木製家具、

建具、クラフトその他の工芸技術のうち、次のい

ずれかの技術を有し、その技術を伝承するため研

修従事者を受け入れる者 

ア 芸術上特に価値が高いもの 

イ 工芸史上特に重要な地位を占めるもの 

ウ 芸術上価値が高く、又は工芸史上重要な地

位を占め、かつ、地方的特色が顕著なもの 

エ 今後、文化財的な価値が見込まれるもので

後継者育成に対して緊急的な措置を講じな

いと時期を逸してしまうもの 

 

研修従事者１人当たり

受入助成額（月額） 
３０,０００円 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

 

 

研修滞在経費助成・研修受入助成事業実施(変更)計画書 

（フリガナ） 

研修従事者

氏   名 
  年齢          才、  男 ・ 女 

こ れ ま で の 住 所 
 

                            電話 

<県外に在住していた者が県内に

転居した場合のみ記入> 

同    伴     者 

無 ・ 有 

 氏  名 ・ 年  齢 

 

 

 

研修中の 

滞 在 先 
 住     所 

 

                            電話 

研   修 

受 入 先      

 氏    名  

 住    所  

 電 話 番 号  

研修開始（予定）年月日     年   月   日 

研修修了（予定）年月日      年   月   日 

親 族 者 の 確 認 □ 受入先の代表者は、研修従事者の３親等以内の親族ではない 

主な研修内容、スケジュール等 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

 

 

 

 

家賃助成事業実施(変更)計画書 

賃貸住宅の所有者 

住所 

氏名 

賃貸住宅所在地  

賃貸料（円／月額）  

賃貸料の負担内訳 

（円／月額） 

県 市町村・団体 受入先 研修従事者 

    

  

 添付書類：賃貸住宅所有者との賃貸契約書の写しを添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第６条、第１０条関係） 

 

 

伝統工芸等後継者育成支援事業収支予算（決算）書 

 

 

収入の部 

区  分 
本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 
比較増減 備  考 

 

市補助金 

 

その他 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

合   計     

 

支出の部 

区  分 
本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 
比較増減 備  考 

 

助成事業 

 

その他 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

合   計     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第１０条関係） 

 

 

 

 

 

伝統工芸等後継者育成支援事業報告書 

 

（フリガナ） 

研修従事者氏名 
 年齢          才、  男 ・ 女 

賃貸住宅所在地 
  

  

研   修 

受 入 先      

 氏    名                                         

 住    所  

 電 話 番 号  

研 修 開 始 年 月 日     年   月   日 

研修修了（予定）年月日      年   月   日 

主な研修内容、実績等 

 

 


